
現場代理人の常駐義務緩和手続きフロー

総 務 部 契 約 課
令和４年１月３１日

受注者が「現場代理人の兼務配置届」
を△△△課の監督員③に提出

既契約（契約Ａ）

請負金額 2,000万円

現場代理人ａ

発注：○○○課

監督員①

新規契約(契約Ｃ)
請負金額 １，２００万
円
現場代理人ａ

発注：△△△課
監督員③

既契約と新規契約の現場代理人を兼務とする場合の事例

常駐義務緩和不可

請負金額いずれも
3,500万円以上

（建築一式工事の
場合は、7,000万円

以上）

請負金額それぞれが3,500万円未満（建築一式工事の場合は、7,000万円未満）
※変更契約で１件が3,500万円以上（建築一式工事の場合は7,000万円以上）

となった場合は、別々の現場代理人を常駐させること

受注者が、○○○課の監督員①、□□□課の監督員②および△△△課

の監督員③と協議し、兼務しても支障がないかを確認（協議書作成）

支障ありの判断

現場代理人の
常駐義務緩和
（兼務）なし

※「建築一式工事」と「他の工種の工事」の兼務は不可

当該工事担当課で支障なしの判断

当該工事担当課での確認を経由し、契
約課で確認

施工する工事で何らかの問題発生

工事担当課等で受注者に説明を求めた結果、兼務配置が適当でないと判断された場合

兼 務 解 除

新たな現場代理人の配置

※ 近接して工事を発
注したことから諸経
費調整の対象となっ
ている場合を除く

監督員③は、監督
員①と監督員②に
「兼務配置届」
（写）を送付

監督員①、監督員
②および監督員③
が、契約課に協議
書（写）を送付

監督員③は、兼務配置届に収受印を
押し、受注者に兼務配置届の写しを
渡す

受注者が新規契約の契約書類と一緒に
「現場代理人の兼務配置届」（写）を
契約課に提出

契 約 締 結

(1)

(2)

(3)

(4)

(4)

(5)

(6)

(2)

既契約（契約Ｂ）

請負金額 ８００万円

現場代理人ａ

発注：□□□課

監督員②
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【参考】
現場代理人および主任技術者の工事の兼務ができる場合（３件以上の兼務配置でも同様）

ア 現場代理人および主任技術者を同一の技術者が兼ねる場合

イ 両方の工事の現場代理人と１件の工事の主任技術者を同一の技術者が兼ねる場合
ウ 両方の工事の現場代理人を同一の技術者等、両方の工事の主任技術者を別の同一の技術

者等が兼ねる場合
エ 両方の工事の現場代理人は同一の技術者等で、主任技術者は別々の技術者の場合
オ １件の工事の現場代理人と両方の工事の主任技術者を同一の技術者が兼ねる場合

カ 現場代理人は別々の技術者等で、両方の工事の主任技術者は同一の技術者の場合

※カの場合は、兼務申請を行う必要はない

ア イ ウ

工事１ 工事２ 工事１ 工事２ 工事１ 工事２

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ現場代理人

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ主任技術者

エ オ カ

工事１ 工事２ 工事１ 工事２ 工事１ 工事２

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ現場代理人

Ｂ Ｃ Ａ Ａ Ｃ Ｃ主任技術者

【手順】
(1) 受注者が、既契約工事の監督員①、監督員②および新規契約工事の監督員③と現場代

理人の兼務配置について協議（協議書を作成）

(2) 監督員①、監督員②および監督員③は、必要に応じて現場代理人の兼務配置について協議
する。

(3) 全ての監督員が、工事現場の運営等に支障がなく連絡体制が確保されていることを確認し
たら、受注者は、「現場代理人の兼務配置届」（契約書（又は契約書案）の写しを添
付）を新規契約工事の監督員③に提出する。

※兼務する全てが新規契約工事で、発注者が同じ場合には、契約金額が高いほうの工事の
監督員に提出する。

※兼務する全てが新規契約工事で、発注者が「秋田市長」と「上下水道事業管理者」の場
合には、それぞれの工事の監督員に提出する。

(4) 監督員③は、提出された兼務配置届に収受印を押し、監督員①、監督員②および受注者に
それぞれ兼務配置届の写しを送付する。

(5) 工事請負業者は、新規契約の契約書類と一緒に兼務配置届の写しを契約課に提出する。

(6) 監督員①、監督員②および監督員③は、現場代理人の兼務配置に係るそれぞれの協議書の
写しを契約課に送付し、兼務配置届（写し又は原本）を工事原議に綴じる。
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